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戦後の世論調査の
回顧と展望

--- 新任会長挨拶に代えて---

吉野諒三
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• 講演概要

１. 現理事会の体制

2．戦後の世論調査ことはじめ

3．選挙の投票格差、世論調査の参加格差

4.   回収層・未回収層のプロファイリング(試論）

5.   再び「世論」とは何か？
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公益財団法人日本世論調査協会
Japan Association for Public Opinion Research （JAPOR)

1947年（昭和22年）3月、総理大臣官邸でアメリカの世論調査専門家、新聞社、通信社、世論調査研
究団体、学識経験者が集まり「全国世論調査協議会」が開催、1948年には任意団体、1950年9月に財団
法人（内閣府所管）として設立され、2012年4月1日から公益財団法人に（ただし、役員は無報酬のボラ
ンティアで、運営は一般の会員や賛助会員の皆様の会費で成立しています）。

歴代会長
戸田貞三
小山栄三
林知己夫
中西尚道
栁井道夫
吉野諒三
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現役員
代表常務理事 峰久和哲（個人会員）
常務理事 （あいうえお順）

荒牧央 （日本放送協会） 協会報編集委員会
川本俊三（朝日新聞） 調査研究委員会
佐藤寧 （日経リサーチ） 広報委員会
鈴木督久（個人会委員） 公募調査委員会
徳永康彦（日本新聞協会） 会場設営委員会
村尾望（中央調査） 事務局
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理事（あいうえお順）

池田建夫 （共同通信社）
井田潤治 （輿論科学協会）
谷藤悦史 （個人会員）
大隈慎吾 （毎日新聞社）
福田昌史 （読売新聞社）
栁井道夫 （個人会員）

監事（あいうえお順）

飯田豊 （新情報センター）
渡邊久哲 （個人会員）
小山政弘 （経理専門職）
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評議員（あいうえお順）

上村修一 （個人会員）
小柳雅司 （ビデオリサーチコミュニケーションズ）
中村英朗 （日本リサーチセンター）
林文 （個人会員）
堀江浩 （個人会員）
松本正生 （個人会員）
中島哲平 （TBSテレビ）
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賛助会員

•東京電力（株）
•（株）エルビーエス・サービス
•損害保険ジャパン（株）
•パナソニック（株）

• いつも御支援ありがとうございます。
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世論調査協会報
「よろん」
1-130号（1965年ー現在）
J-STAGE公開
（最新号は1年遅れで掲載）
https://www.jstage.jst.go.j
p/browse/yoron/list/-
char/ja
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世論調査協会初期の頃からの経緯の参考
• 磯野 清(1971).パッシン氏とデミング博士(20周年にあたって,20周年記念特集号) 世論調査協
会報19 巻 13-14

• 北原一身(1981). 日本における統計学の発展, 15. 統計数理研究所・学術研究リポジトリ.
• 小山栄三（1982）．日本における統計学の発展, 46. 統計数理研究所・学術研究リポジトリ.
• ハーバード・パッシン(1983）.日本世論調査の発展. 世論調査協会報51号1-21.
•西平重喜(1983). 日本における 統計学の発展 別巻. 昭和56,57,58年度科学研究費補助金成
果報告書.（インタヴュー対象全リストあり. 各人インタヴューは統計数理研究所学術研究リポジト
リ各巻参照）.

•水野坦(1991). 日本世論調査協会に寄贈された「POSR資料」について. 世論調査協会報68号,
16-23.

•岡本正明（1993). ＧＨＱは日本の世論をどう読んでいたか。世論調査協会報72号37-57.
•吉田潤(1994).  占領軍と日本の世論調査-ベネットのPOSR資料から. NHK放送文化研究所年
報1994年第39集, 163-190.

•吉原一真（1966）. 黎明期のひとびと-世論調査協議会の開催. 世論調査協会報5号, 5-29.
•佐藤寧（2013, 2014. 戦後初期に実施された政府世論調査報告書から(1)(2)(世論調査の60年)
世論調査協会報112号, 12-19.及び113号, 49-56.

•村尾望(2014). 中央調査社の設立まで－「北原資料」を参照しつつ. 中央調査報,No.686. 
(https://www.crs.or.jp/backno/No686/6861.htm 2022年7月25日アクセス)

•柳井道夫(2015). 戦後世論調査の始まりと基礎. 世論調査協会報115号72-77.
•高倉節子（2015）. 戦後日本のおける世論調査とその展開. 世論調査協会報115号80-99. 」9



戦後の世論調査ことはじめ
• 科学的世論調査 cf. ここで「科学的」とは統計的標本抽出理論で標本誤差が計算できること
• cf. デミングのQC(品質管理)や世論調査の統計学的厳密性に専心
• しかし、アメリカでは世論調査にもとづく大統領選挙結果の予測の失敗 cf.2022年世論調査が予測した｛レッド・ウェーヴ』は起きなかった
• ーー> 幻想と実践 日本は科学的手法の確立を信奉し実現へ向かったが、後にアメリカ自体は「理想」を実現できてはいなかったことに気づく
•

• 日本特有の社会学的調査を加味した世論調査 米側の社会学者（パッシンら）の影響
• cf. 季刊「民族学研究」17巻1号特集「社会調査ー座談会」（日本民族学協会, 1952)
• cf. [フィールドワークの戦後史 宮本甞一と九学会連合」(坂野徹,2012)
• cf.「戦後米国の沖縄文化戦略ミシガン・ミッション」（小川忠, 2012)
•

戦後の「民主化」が叫ばれる中で、「世論の本質とは何か」よりも「具体的にどう遂行するか」に重点
（調査者は哲学を待つよりも、現実社会での技術を展開）

• 「文部省著作教科書 上・下」(文部省著,1948-1949[角川ソフィア文庫で再刊「民主主義」2018) (GHQの要請で、大河内一男、尾髙朝雄、土屋清らの編
集. 1948-1954まで中高教科書） 民主制度のもとで、どのように生きていくべきかについての深い議論を平易に解説

戦前からの人文社会学の科学主義志向の流れで、世論調査の操作的厳密さに重点が置かれた。
林知己夫 「心理」は実態ではなく、操作的定義で浮かぶもの」
パネル調査実験での検証 個人の「回答」は変動が少なくないが、集団全体では安定している 「個人の意見」の集合ではなく、「集団の意見」の存在

cf.アリストテレス（物の本性を論じる思弁的哲学） vs プトレマイオスの天文学 （実用的技術の精密数理科学）
当初の科学はアリストテレス柳が主流、後世にプトレマイオス流が発展 「少数と対数の発見」（山本義隆，2018) 10



• 世論調査協会でのデータ・ライブラリー創設構想（調査するだけでなく、収集データを公開すべき）
昭和30-40年代から話は出ていたらしいが、50年代に林知己夫の下で水野欽司が事務事務局としてまとめ、平成

始め頃から林らの指示の下で中西尚道、杉山明子、佐々木正道、有藤慎一、吉野諒三他、多数が活動

・世論調査データ機構（仮称）設立の関する基本構想 平成４年3月 日本世論調査協会
・「データ・ライブラリーのあり方に関する研究」データライブラリに関する研究会（磯村英一代表[社
会学者、元・渋谷区長・東京都局長、アジア成長研究所所長]） （財）地域社会研究所

• （参考）「日本社会科学を批判する」OECD調査団報告・文部省訳（cf.後の政策研大学院学長吉村融の関与）

構想と創設活動から、数十年、（真の意図は新研究機関の創設だったのだが）、近年、各大学付設機
関等のアーカイブとして進展

日本学術振興会「人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築
プログラム」の進行 （現在 東大の社研・史料編纂所、一橋大、慶應、大阪商大など)
https://www.jsps.go.jp/j-di/torikumi.html
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新たな時代へ
参考）
• ハーバード・パッシン(1995）. 新しい調査法を. 世論調査協会報75号1.
cf. depth interviewの強調 cf. 吉野（2021）「1％の『民意』を掴め！」.世論調査協会報127号1.
ニューディル派（社会主義者）人類学者として現地人を尊重、社会学的調査への志向があり、日本の世論調査の

展開に深い影響 cf.他の米軍人には日本やアジアを見下した観察もあった。
・ロナルド・ドーア(2013).「幻滅」外国人社会学者が見た戦後日本の70年(藤原書店).ソーシャルメ
ディアの危険性指摘.
・峰久和哲(2016).  世論調査は従僕ではない. 世論調査協会報117号1.
・村尾望（2017).  世論調査リテラシーの必要性. 世論調査協会報119号1.
・川本俊三（2020). 世論調査不正をめぐる協会声明について. 世論調査協会報126号６1-62.
・朝日新聞DIGITAL（2022年8月21日18時）. 夫婦別姓調査をめぐり政府内（（cf. NHK政治
家の一部、法務省と男女共同参画局）で対立.（男女局側は「世論をミスリードすると修正要請. 法務省は拒否）
NewsWeb3月25日19時21分 法務省「これまでの調査と単純比較はできないため、結果について直ちに評価する
ことは難しいが、さまざまな方面からの分析が必要だ」－「世論調査政治」への危惧！
・鈴木督久（2022）「世論調査の課題と未来」特集:世論調査.「統計」第73巻 11号.
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•この30年以上、直面し続ける課題
戦後から今日まで世論調査の方法論には様々な課題があったが、

特に1990年代以降の急速な調査回収率低下
個人生活の多様化、個人情報保護意識の進展などなど

極端な低回収率データの有権者全体の「代表性の喪失」への懸念

「回収層」と「未回収層」との意見の乖離（未回収層バイアス）の問
題に関する試論について、少し言及してみる。

参考）吉野諒三(2022). 未回収層のプロファイリング—「信頼感」で読み解く世論調査の
標本バイアス. 行動計量学第 49 巻第 2 号（通巻 97 号），pp.147～174
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従来の考え
・低回収率（８０％以下）で回収層だけの回答比率（Yes/No)を表示するのは、調査トピック
によっては未回収層バイアスが免れがたい（統計的無作為標本抽出理論のそのままの適用から
は遠い）。
・しかし、回収率が７０％程度であれば、多くのトピックで、回収層だけの賛否の比率と、母
集団全体での賛否の比率が逆転する可能性はおそらく少ないであろうと推察。

Cf.吉野(2006).日本世論調査協会報97 巻 31-36.
• 厳密には、単独の調査で追加情報などない場合、母集団とサンプルの関係では、もし母集団
を全数調査したとして、サンプル未回収層に対応する母集団の部分は、やはり未回収（調査
拒否・接触不能など）に対応すると考えるべき。この考えでは、未回収層バイアスなど存在
しない。現実社会を観察すれば、多くの人々は自分や家族、仕事の日常生活に追われ、それ
を越えた政治や経済、外交の問題を常に「深く考えた上での自分の意見」をもっているわけ
ではなく、調査で聞かれたら「取りあえず何か答える」、あるいは自分はその問題に知識が
ないと正直に考え「分からない」という人、関心が薄いので調査協力しない人々が多くても
不思議ではないのかもしれない。
しかし、調査専門家としては、そのあたりの様相を深く理解しておくべきで、また報道のあ

り方にも留意が必要。
16



「回収率」に敏感であれ！ Cf.「回答率」

•例1）「日本人の国民性調査」

「#2.12 たいていの人は,他人の役にたとうとしていると思いますか, それとも, 自分のこ
とだけに気をくばっていると思いますか？」について, 坂元（2010）が「他人の役に…」
の経年的上昇傾向に違和感を表し, 継続比較性の経年的劣化を懸念.坂元慶行(2010).
坂元慶之（2010）統計的日本人雑感－ある国民性調査係の36年の思い出. 統計数理, 58, 1,
61–82.

吉野が回収率を考慮し, 計画サンプル全体の中で、調査に協力しなおかつ「他人の役に
…」の回答比率を計算すると, 1983-2008年の間に変化がほとんどない. つまり, 低回収率
が進むにつれて回答者が協調性, 社会参画性の高い人に絞られ, 回答が社会的望ましさの
バアスが強くなっている可能性を示唆.
長期継続調査における比較可能性への警告. 当該の質問は,一種の調査協力度を測る項目
であったとも考えられる.
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図2. 質問「#2.12 たいてい
の人は, 他人の役にたとうと
していると思いますか, そ
れとも, 自分のことだけに気
をくばっていると思います
か？」の「他人の役に」の
回答比率の時系列変化

「他人の役に」の比率は, 計
画サンプル（回収層＋未回
収層）全体での変化は,
回収層内だけでの変化ほど
大きくはなく比較的安定し
ている.

（注. 「計画サンプル全体で
の比率」は「回収層内の比
率」に「回収率」を乗じた
ものである.)
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• 例2）中高校生90％が“幸せ”と報じる「NHK 中学生・高校生の生
活と意識調査2012 失われた20年が生んだ“幸せ”な十代」の幻想

• 高校生の回答については以下のようになる （括弧内は中学生の回答についての結果）。

「回収率」・回収層で「幸福と回答した率」 「計画標本全体」で「幸福と回答した率」

• 1982年: 42 x 63.4 = 26.6 (34.5)
• 1987年: 33 x 74.5 = 24.6 (30.5)
• 1992年: 32 x 81.1 = 26.0 (30.0)
• 2002年: 25 x 86.4 = 21.6 (33.6)
• 2012年: 24 x 87.9 = 22.0 (31.6)

• 「回収率」と「有効回収層における幸福と回答する人の率」の積は、
「NHK 中学生・高校生の生活と意識調査2012」の図5.2のような劇的な変
化に比べ、高校生においても中学生においても、計画標本全体の中で、調査
に協力し、かつ「幸福」と回答する生徒の率は、この30年間それほどには変
化していないのが確認できる。

• このような推論（計算）は、統計数理研究所やNHKが厳密な統計的標本
抽出の継続調査を遂行しているからできるのであって、厳密な回収率が示さ
れない他の調査では、解析、検証すら不能）。 19



回収層 未回収層

未回収層バイアス＝ 未回収率×(統計量の回収層と未回収層の差)

• 例3.
• 読売新聞 今井正俊(2006、世論調査協会報）

「支持率」… 通常は、回収層のなかでの支持率

「全体支持率」… 計画サンプル全体で、調査に回答し、なおかつ「支持」を表明した率

• 発足直後の細川内閣支持率70%以上、小泉内閣80% 前後は、過去最高と言われた。ところが、発足直
後の田中、細川、小泉の各内閣の全体支持率は、読売は 48%、51%,57％ （ただし、同じ方法でのデー
タがないため、小泉は2回目）、朝日は田中と細川54%,55%であまり大差はない!!!

つまり、回収率の低下が見かけ上の「支持率」の著しい上昇を見せただけ

 低回収率データでは、回収層内に見られるわずかな変動が、あたかも世論全体か
のように拡大されて報じられている可能性が高い。 20



先行研究の例

•Grovesら(2008) 異なる回収率の調査間より, 同じ調査内での未回答層の存在による
誤差分散の方が大きい. 回答傾向（調査協力・拒否）と各質問項目の相関が鍵であり,
未回答に関する単一の測定値だけでは多様な質問項目の推定値における多様なレベル
の未回答バイアスを取り扱えない

•土屋（2006）・土屋（2010）「調査への指向性」と称した変数を導入し, 各個人の
回収層になる傾向と未回収層になる傾向を考察し, 外的属性だけのウェイト調整では
かえってバイアスを助長すると警告. 外的属性と調査指向性によるウェイト調整を試
行錯誤し, 調整の有無で10ポイント近くの差違を見た. ただし, 結局は, どう補正して
も不能バイアス大の可能性は避けられないとの結論. 対人的な頼感, 社会的信頼感, 宗
教心が大切か否か, 選挙投票に行くか否か, 家庭満足感, 社会的に不満がある場合に何
か行動をするか, 日本の芸術の評価等々の項目で, 調整値の方が肯定的な回答率が低
くな社会的望ましさ（social desirability,一種のタテマエ）が減じる方向になる.
•Fushiki・Maeda（2014） 調査不能バイアスをキャリブレーションの結果と比較し,
回答分布の調整値の方が個人主義（閉じこもり傾向などを含む）, 社会的格差の容認
など, 社会的望ましさが減る傾向があり, 調整前後で効いてくる外的属性は, 性, 年齢,
住居地の都市規模や人口密度や犯罪率や産業構成, 住居形態, 社会的地位, 居住期間な
ど. 一般的な意識調査の場合, 仮りに回収サンプルのウェイト調整をするのでも, 外的
属性だけでは不十分 21



• 多数の先行研究で、外的属性(性・年齢層・学歴・職業等）の調整だけでは未回収バイア
スの補正は、一般にはできないと分かっている。外的属性の違いを超えて、
「未回収層」のプロファイリングをしたい
cf. ・Sassenroth, D.(2013). The impact pf personality on participation decisions in surveys. Springer. ビッグ・ファイヴと調査協力者の
パーソナリティ
・Leeuw, E. d., Hox, J., Silber, H. et al.(2019). Development of an international survey attitude scale: measurement equivalence, 
reliability, and predictive validity. Measurement Instrument for the Social Sciences,1,9,1-10. 調査における１）関心、２）社会的貢献
感、３）参加コスト感と、調査協力度
・林知己夫、飽戸弘、林文他（1984）.「多次元尺度解析法の実際」サイエンス社 ＜ー 人々の基底意識構造の解明（「お化け調査」研
究： 自分の論理に固執する「合理的な人」と世間に流される「合理的でない人」）

しかし、未回収層データは直接には観測不能
時系列データならば、過去から現在までの回収率低下に伴い、どの
ような層の人が「調査」から脱落していったか推察可能かもしれない
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•「日本人の国民性調査」は1953年から継続調査で,
GSS(米国一般調査)やALLUBUS, Eurobarometer, ESS
等々,一般社会調査の時系列の開始の動機となった

• 1973年からはGSSの信頼感に関する３項目を逆輸入
した. これらを文字通り「信頼感尺度」として用いる
ことには懐疑的だが、調査協力のパーソナリティには
密接に関連すると思われるので取り上げる.
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米国General Social Survey(GSS)の
対人的信頼感に関する３項目
(「信頼感尺度」としては疑問だが、調査協力度には関係していそう)

•#2.12 たいていの人は,他人の役にたとうとしていると思いますか, それとも自分のこ
とだけ考えていると思いますか.

• 1 他人の役にたとうとしている 2 自分のことだけ考えている

•#2.12b.他人は, スキがあれば,あなたを利用していると思います, それともそんなことはないと
思いますか？

• 1 利用していると思う.（ア太調査では,「他人は機会があれば利用しようとしていると思う」）

• 2 そんなことはないと思う

•#2.12c. たいていの人は信頼できると思いますか, それとも,用心するにこしたことはないと思い
ますか.

•1 信頼できると思う 2 常に用心した方がよい
24



回収サンプル全体（GSSall）を
3分類

•GSS+ …GSS３項目すべてに
positive（楽観的）な回答

•GSS-…GSS3項目すべてに
negative（悲観的）な回答

•Else: それら以外
25



過去３０年ほど、計画サンプル全体の中で、GSS+の変化は少なそうだ
が、GSS-は確実に漸減してきたようだ。

26

表 1 GSSall の時系列変化（％は小数点以下は四捨五入） 

調査年 197

8 

1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013 2018 

GSS3all 

回収層内 

GSS+ 5% 8% - 12% 11% 14% 13% 17% 8% 

 GSS- 26% 17% - 13% 16% 14% 15% 12% 1% 

 回収率(%) 73 74 62 68 65 57 54 49 49 

計画サンプル

内 

GSS+ 

×回収率 

4% 6% - 8% 7% 8% 7% 8% 4% 

 GSS- 

×回収率 

19% 13% - 9% 11% 8% 8% 6% 0% 

注) KS08 では GSS の 3 項目が抜けているので除く. 



「信頼感」項目と回収層・未回収層
• 統計数理研究所「日本人の国民性調査」の時系列データなどで、アメリカのGSS
（一般社会調査）の信頼感３項目のすべてに楽観的な回答グループGSS+とすべ
てに悲観的な回答グループGSS-を弁別すると、以下のような推察が生まれてきた
（現時点では断定的ではない）。

• 満足感,社会貢献,社会参画,人間関係などはGSS+よりGSS-の方がポジティヴな回答率が常に低い傾向が
かなりロバストに観察される.またGSS-タイプの人々の中でも, 自己開示性が高く社会参画の意向が強い
人は調査に参加し,その逆の傾向の人は調査拒否などで脱落している可能性が高い.この、いわば自己主
張派と閉じこもり派が混在し,どちらも社会的望ましさのバイアスが低いが,時系列的にはこれらのサブ
集団のうち前者の方も調査協力しなくなって回収層から脱落している可能性が高い.

• 長期継続調査では、本当は回答分布（賛否の比率）の変化がなくとも,経年的な回収率低下が原因で見か
け上の変化があり得る,特に「信頼感」「幸福感」「生活満足感」などと協調性とは相関はありそうで,
調査協力度に結びついていそうである.

• 国際比較調査では,日本のように整備された住民基本台帳や選挙人名簿が海外では世論調査に利用できず,
母集団推定に最適ではない方法に甘んじていることも多い.厳密な回収率の計算はできないが,「接触し
た調査対象者総数」に対する「最終回答者数」の比率を近似的な回収率と見なすと10数％程度という国
も見られる（吉野,2014）回収データだけの比較で見いだされた類似性や差異は,真に各国の母集団の間
の意見分布の類似性や差異であるか,各国の標本抽出方法や回収率の違いが回収層の偏り方の差違に繋
がった見かけ上のものなのか,即断できない. 
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投票の格差、世論調査の格差、
そして先鋭化する「世論」

「日本では、低回収率の調査から、なぜ（海外に比べて）あまり予測が
大外れすることがないのか？」

勿論、日本人の関係者の能力や、標本抽出法のレベルの高さ（誠実さも）、選挙予測は標本
調査だけでなく投票者の意識データから行動を予測する技術が効くことなどがあるが、それで
も厳格な統計的無作為標本抽出法からの乖離は無視し得ないはず。

世論調査の低回収率と実際の選挙での低投票率が,「世論調査の回収層」
と「実際の投票者集団」の２つの母集団のかなりの重複に繋がっていると
いう推論 28



図5 世論調査の母集団、回収層, 選挙での投票集団 近年は選挙投
票率も世論調査回収率も高くなく, 調査回収層と選挙投票層がかなり重複し
ている可能性. 住民基本台帳に基づく統計的無作為標本抽出法での政府の世論調査と, マスコミの
RDD電話調査など, 重複の様相はかなり異なることもあろう.
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• 先鋭化する「世論」 政治意識と投票格差
• 桑名(2022) の考察が示唆的である.彼は,投票行動の格差は従来の社会階級の区別とは異なる視点から日本人全体の階層を弁別す
べき

• 「近年急速に増えている期日前投票者は高学歴・党派性のある有権者であること」(岡田,2018)
• 「高学歴層や高所得層ほど,投票を含む様々な社会参加に積極的であり,非正規雇用者などの不安定就労や失業が投票参加を妨げ
る傾向がある」というデータ解析（樺島・境家,2020)

• イギリスの状況に触れ,2000年代の労働党の政策転換でミドルクラスを包摂するようになったが,労働者は疎外され投票に行かな
くなったという政党の問題(Evans & Tilley, 2017),

• 「階級間の政党選択の違いよりも階級間の投票参加の格差が大きく,労働者階級の政策利害が過少代表されるようになった」とい
う研究（Heath,2018）

• Galbreith（1996）がアメリカ社会について,公平な選挙制度があるにもかかわらず,恵まれない立場にある人ほど投票に行かない
と懸念したことが,現在の日本でも見られている.

• 山口(2022).今日のネット時代では,ごく少数の者が多数のアカウントを駆使してデマ・炎上を拡散,
メディアがそのまま取り上げて再びネットの世界で再拡散し,見かけ上の大多数意見の形成サイクルとなる。社会調査では「非常
に賛成」と「絶対反対」は各7％に過ぎないが, SNS上の投稿回数分布では「非常に賛成」(29%)と「絶対反対」(17%)で46％を占
める.
・全(2022) 全体の最初の意見分布によらず, 2－3割の「確信少数派」の意見がやがて浮動層を含めた全体へ広まり支配的になっ
ていく姿を警告する.
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参考）「7つの階級 英国階級調査報告」Mike Savage 2015
(舩山むつみ訳,2019,東洋経済）

伝統的階級区分でなく、最上層「エリート」から最下層「プレカリアート」までの7階級を、経済資本、文化資
本、社会関係資本の観点から考察 － 統計的無作為標本抽出法ではなく、WEB上で誰でも任意に回答できる

アンケートなので、データ自体は統計的代表性がなく、悪いデータの見本！
しかし、Savageはデータのバイアスを真摯に見つめることによって、それを手がか

りに、選挙投票や世論調は、社会参画行動が低い下層の人々を十分に把握できておら
ず、上層へのバイアスを的確に分析している！  選挙結果、世論調査は下層の意
見、意向、利益を反映できていない

cf. 世論調査も選挙も同方向のバイアスがあるので、低回収率の世論調査でも、ある程度、選挙結果の事前予
測に成功している可能性大

 当該の人々の利益に反するのみならず、政府が人々の不満を把握できていない
ことで突然の政変にも繋がりかねない危惧がある.

Cf. 野(2015). 意識調査が掴んでいた「アラブの春」の予兆とその後の展開. 市場調査,294,2-3.

Cf. 日本も小選挙区制の導入で、「死票」が増え、投票者の全体の意向すら精確に反映し難く、見かけ上の「結
果」が先鋭化してしまっている。政権交代が容易になると想定された制度が、逆の効果を持ってしまっている？
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今一度、「世論」の本質とは何か？
民主主義のパラドクス研究の歴史は永い
cf. フランス革命後の長年の混乱、独裁者は民主主義的手続きから生まれる、アリストテレスの解決策

「市民の才能の見合うような共同体は単純で小さく維持されねばならない」等々
• Walter Lippmann(1923). The Phantom Public(「幻の公衆」(河崎吉紀訳、1993,柏書房). （WWI時
の米情報将校, 後ジャーナリズムへ）米国民の大半は投票しない。選挙に関心がない. 公的な事柄すべて
に意見を持つわけではない.すべての人々に能力があるという民主主義の誤り。公衆の一員として、関心
も持続せず、党派敵で非生産的、人任せという民衆政治の理論的前提を想定せねばならない。「私は、
輿論（public opinion）を神の声ではなく、社会の声でもなく、行動を傍観する私心ある者の声と考
えてきた。傍観者の意見は本質的に行為者の意見とは異なる者でなければならない. 論争において公衆
は、執行者とは質的に異なる独自の機能を方法を持たねばならない。私的な目的が共通の目的の単なる
現われであると信じることは、危険な混同であるように思う。」(16章４） cf.
世論（public sentiment)

・民主主義の国では世論を最大限に尊重すべき。しかし、移ろいやすい世論に流されて
はいけない!（国民全体を把握する世論調査と少数者に配慮した社会調査の相補的役割）
今日のコストが安いが低質な（質の評価が厳密できない）調査の氾濫
→「世論調査政治」への危惧
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学問の真実、刑の判定など、多数決で決めるべき
ものでなく、実証的証拠と科学的論理に基づくべき。
政治、経済、外交の複雑な問題では普通の人々の知
識や知見は限定されたものにならざるを得ない。政
策立案にあたっては、世論を貴重な情報の一部とし
ながら、最終的には各分野の専門家が責任を持って
判断すべき。

cf. 吉野（2019） 「死刑制度存続・廃止に関する世論調査に関する
世論調査」https://researchmap.jp/8tery214/presentations/17041045
Cf. 政府統計不正 夫婦別姓に関する世論調査の問題 内閣府の対応
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「専門知」を守れ！
予測と結果のフィードバックの繰り返しで、予測の理論が磨かれて信頼

性を高めることのできる分野では信頼できる専門家が育成されるが、結果
の当否が明確にできないような分野などでは「専門家」の予測は信頼でき
ない。
Cf. 行動経済学「ファスト＆スロー」（D.カーネマン, 2014, 早川書房)22章エキスパートの直観は信頼
できるか.

この意味では、普段の世論調査は直接にはその妥当性が検証し難いので、世論調査
にもとづく選挙予測などで、間接的にだが検証の手がかりとしてきた。選挙予測のた
めだけならば、もっとコストパフォーマンスのよい方法はあり得る。
もし、従来の世論調査と選挙予測の方法を分離するのであれば、現行の

低回収率の世論調査の結果の正当性を検証する手がかりをどこに求めるの
だろうか？ 34



その他の参考文献

・Fushiki, T. and Maeda, T.(2014). Nonresponse adjustments for estimates of proportions in the 2010 survey on stratification and social psychology.  

Behaviormetrika 41: 99－114.

・Galbreith, J.K. (1996), Good society. Sinclair-Stevenson Ltd.(堺屋太一監訳・佐々木直彦・佐々木純子訳(1998)「よい世の中」.

日本能率協会マネジメントセンター.)

• 林知己夫（1980-81）. 日本における統計学の発展,22巻. 統計数理研究所・学術研究リポジトリ.

• 桑名祐樹(2022). 第8章政治意識・行動と格差. 格差と分断/排除の諸相を読む」（林拓也・田辺俊介編).

・大河内一男編集・解説(1963). 社会主義. 現代日本思想体系15. 筑摩書房.

• 齋藤恭之(2022).2020年大統領選挙を総括する－AAPOR報告書から. 日本世論調査協会報,129,30-35.

• 土屋隆裕(2006).「調査への指向性」変数を用いた調査不能バイアス補正の試みー「日本人の国民性調査」データへの適用.日本統計学会誌,36-1,1-23.

• 土屋隆裕(2010).「調査への指向性」変数を用いた調査不能バイアス補正の二段補正－「日本人の国民性調査 第12次全国調査」への適用.

統計数理,58-1,pp.25-38.

・ 山口真一(2022). SNS時代の民主主義, 世論は誰が作るのか？ 世界思想, 49号,14-17.

・ 吉野諒三(2022). 未回収層のプロファイリング 「信頼感」で読み解く世論調査の標本バイアス. 行動計量学 , 49  ,2 ，pp.147～174

• 吉野諒三・前田忠彦・芝井清久・稲垣佑典・鄭躍軍・菊澤佐江子・松本渉・角田 弘子(2018). 調査方法の比較の研究. 世論調査協会報, 121, 34-39.

• 全卓樹(2022). 多数決と冷笑家. 世界思想, 49, 62-22.

• Yoshino, R.(2021).  Cultural Manifold Analysis on National Character – Methodology for Longitudinal and Cross-National Survey.  Springer.  （国民性の多様
体解析 日本人の国民性調査と意識の国際比較のデータ解析のためのパラダイム)

35


	���������　　　　　2022年11月11日日本世論調査協会研究発表大会 @online��戦後の世論調査の�回顧と展望��---　新任会長挨拶に代えて---���吉野諒三
	スライド番号 2
	��公益財団法人日本世論調査協会�Japan Association for Public Opinion Research　（JAPOR)�　1947年（昭和22年）3月、総理大臣官邸でアメリカの世論調査専門家、新聞社、通信社、世論調査研究団体、学識経験者が集まり「全国世論調査協議会」が開催、1948年には任意団体、1950年9月に財団法人（内閣府所管）として設立され、2012年4月1日から公益財団法人に（ただし、役員は無報酬のボランティアで、運営は一般の会員や賛助会員の皆様の会費で成立しています）。����
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	世論調査協会報「よろん」�1-130号（1965年ー現在）�J-STAGE公開�（最新号は1年遅れで掲載）https://www.jstage.jst.go.jp/browse/yoron/list/-char/ja
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	「回収率」に敏感であれ！　Cf.「回答率」
	図2. 質問「#2.12 たいていの人は, 他人の役にたとうとしていると思いますか,　それとも, 自分のことだけに気をくばっていると思いますか？」の「他人の役に」の回答比率の時系列変化��「他人の役に」の比率は, 計画サンプル（回収層＋未回収層）全体での変化は,�回収層内だけでの変化ほど大きくはなく比較的安定している.��（注. 「計画サンプル全体で�の比率」は「回収層内の比率」に「回収率」を乗じたものである.)�
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	米国General Social Survey(GSS)の�対人的信頼感に関する３項目�(「信頼感尺度」としては疑問だが、調査協力度には関係していそう)
	スライド番号 25
	過去３０年ほど、計画サンプル全体の中で、GSS+の変化は少なそうだが、GSS-は確実に漸減してきたようだ。
	「信頼感」項目と回収層・未回収層
	��
	図5 世論調査の母集団、回収層, 選挙での投票集団　近年は選挙投票率も世論調査回収率も高くなく, 調査回収層と選挙投票層がかなり重複している可能性.　住民基本台帳に基づく統計的無作為標本抽出法での政府の世論調査と, マスコミのRDD電話調査など, 重複の様相はかなり異なることもあろう.��
	スライド番号 30
	�参考）「7つの階級　英国階級調査報告」Mike Savage 2015　�　　　　　　　(舩山むつみ訳,2019,東洋経済）�　伝統的階級区分でなく、最上層「エリート」から最下層「プレカリアート」までの7階級を、経済資本、文化資本、社会関係資本の観点から考察　－　統計的無作為標本抽出法ではなく、WEB上で誰でも任意に回答できるアンケートなので、データ自体は統計的代表性がなく、悪いデータの見本！�　しかし、Savageはデータのバイアスを真摯に見つめることによって、それを手がかりに、選挙投票や世論調は、社会参画行動が低い下層の人々を十分に把握できておらず、上層へのバイアスを的確に分析している！　　選挙結果、世論調査は下層の意見、意向、利益を反映できていない　　�　cf.　世論調査も選挙も同方向のバイアスがあるので、低回収率の世論調査でも、ある程度、選挙結果の事前予測に成功している可能性大��　　当該の人々の利益に反するのみならず、政府が人々の不満を把握できていないことで突然の政変にも繋がりかねない危惧がある.　�　　Cf.　野(2015).　意識調査が掴んでいた「アラブの春」の予兆とその後の展開.　市場調査,294,2-3.　��Cf.　日本も小選挙区制の導入で、「死票」が増え、投票者の全体の意向すら精確に反映し難く、見かけ上の「結果」が先鋭化してしまっている。政権交代が容易になると想定された制度が、逆の効果を持ってしまっている？�
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